


 

 

JILPT 資料シリーズ No.152 
2015 年 5 月 

 

 

 

 

雇用保険業務統計分析Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
The Japan Institute for Labour Policy and Training 

 



 

 

ま え が き 

 

本報告書は、失業等給付に関する雇用保険業務統計を分析したものである。年度統計と月次

統計の 2 つの章から成る。最初の年度統計の章は、現行制度発足の 1975 年度以降の動きを中長

期的にみたものである。一般に保険事業の業務統計の報告書というと、適用、給付の順にみる

ことが多いが、本書は収入と支出の動きから、その変動要因という観点で、被保険者数や各給

付の支給額、受給者数の動きをみる。次の月次統計の章は、月々の動きについて、系列相互の、

或いは他の雇用失業関連の指標等との先行、遅行の関係をみる。2013 年度にも資料シリーズの

一つとして「雇用保険業務統計分析」を作成したが、その中で行った業務統計分析を更新する

とともに、2013 年度では触れなかった産業別の動きや受給者数の動き、月次変化をできる限り

詳細にみるものである。 

この分析は、雇用保険業務統計の経済指標としての活用可能性を探るためのものである。本

報告書が、雇用保険制度運用、企画立案の基礎資料としてはもとより、経済の動きをみる一環

として雇用保険業務統計を使う際の参考に、また、経済指標としての活用拡大を検討する際の

参考となれば幸いである。 
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全般的な注意 

 

１ 収入と支出は、雇用保険二事業分を除くものである。雇用保険二事業とは、雇用安定事

業と能力開発事業（雇用保険法第 63 条に規定されるものに限る。）のことで、本報告書で

は単に「二事業」と呼ぶ。 

２ 本文或いは本文脚注では、給付等の仕組、内容は、必要最小限しか説明していない。巻

末の附属資料「用語の説明」や「雇用保険制度 主な改正」を参照されたい。 

３ 図表の基礎データは、年度統計の分を巻末にまとめた。雇用保険業務統計以外の統計の

出所は、そこに記述してある。ほとんどは政府統計のＷｅｂサイトから入手した。雇用保

険業務統計の出所は、基本的に厚生労働省「雇用保険事業年報」である。 

 月次統計の分は、それも含めると大部になるので、労働政策研究・研修機構のホームペ

ージに掲げてある。ここでは、年度統計分も含めて載せてある。 

http://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 

４ 各グラフの縦軸の数字ラベルや本文記述は、億円単位、万人単位など大きな単位で行っ

ているが、グラフにしている数字自体は、千円単位、人単位という細かい単位である。図

表の基礎データに掲載してあるとおりである。 

５ 本稿で 65 歳未満人口、65 歳未満雇用のように 65 歳未満として参照する統計は、15～

64 歳のことである。 

６ 年度統計についてまとめた第１章の西暦は年度である。総務省「労働力調査」の雇用者

数等の統計も、月次統計を単純平均して得た年度平均である。通常使われる暦年値ではな

い。平均に使った月次統計は、労働力調査の‘時系列用接続数字’ではなく、‘既公表値’

である。時系列用接続数字のない年齢階級別雇用者数など細かくみるので、このようにせ

ざるを得なかった。東北大震災のために44都道府県分しか得られない2011年 3～8月は、

44 都道府県分の 2010 年の特別集計値との前年同月比や、年齢計であれば全国補完推計値

が作られていることなどを利用して、年齢階級別の全国値を推計した。要因分解のような

加工計算は、単純平均値を四捨五入せずに扱っている。 

 ただし、第１章 8(7)の完全失業者数との関係を分析している箇所では、完全失業者数

やその内訳の求職理由別の統計などは、公表されている暦年平均を使ってある。 

７ 本分析では、一般被保険者比率、受給者比率、資格喪失初回比率、受給初回比率など、

様々な比率を計算して動きをみている。いずれも本分析のために、業務統計の数字、或い

は政府統計の数字から計算したものである。定義（計算式）は、その都度、述べてある。 
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